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１．⻄之表市国⺠保護計画協議会条例 

 
⻄之表市国⺠保護協議会条例 

平成 18 年 3 ⽉ 31 ⽇ 条例第 7 号 
(趣旨) 
第 1 条 この条例は、武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律(平成 16 年法律

第 112 号)第 40 条第 8 項の規定に基づき、⻄之表市国⺠保護協議会(以下「協議会」という。)の
組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
(委員等) 
第 2 条 協議会の委員は、35 ⼈以内とする。 
2 専⾨委員は、当該専⾨の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 
 
(会⻑の職務代理) 
第 3 条 会⻑に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 
 
(会議) 
第 4 条 協議会の会議(以下この条において「会議」という。)は、会⻑が招集する。 
2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開き、議決することができない。 
3 会⻑は、会議の議⻑となり、議事を整理する。 
4 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議⻑の決するところによる。 
 
(庶務) 
第 5 条 協議会の庶務は、総務課において処理する。 
 
(委任) 
第 6 条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会⻑が協議会に諮って定

める。 
 
附則 
(施⾏期⽇) 
1 この条例は、公布の⽇から施⾏する。 
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２．⻄之表市国⺠保護対策本部等条例 

 
⻄之表市国⺠保護対策本部等条例 
平成 18 年 3 ⽉ 31 ⽇ 条例第 8 号 
(趣旨) 
第 1 条 この条例は、武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律(平成 16 年法律第

112 号。以下「法」という。)第 31 条及び法第 183 条において準⽤する法第 31 条の規定に基づき、
⻄之表市国⺠保護対策本部及び⻄之表市緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めるものと
する。 

 
(組織) 
第 2 条 国⺠保護対策本部⻑(以下「本部⻑」という。)は、国⺠保護対策本部(以下「対策本部」とい

う。)の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 
2 国⺠保護対策副本部⻑(以下「副本部⻑」という。)は、本部⻑を補佐し、本部⻑に事故があるときは、

その職務を代理する。 
3 国⺠保護対策本部員(以下「本部員」という。)は、本部⻑の命を受け、対策本部の事務に従事する。 
4 対策本部に本部⻑、副本部⻑及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 
5 前項の職員は、市の職員のうちから、市⻑が任命する。 
 
(会議) 
第 3 条 本部⻑は、対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に⾏うため、必要に応じ、対策本部

の会議(次項において「会議」という。)を招集する。 
2 本部⻑は、法第 28 条第 6 項の規定により国の職員その他市の職員以外の者を会議に出席させたと

きは、当該出席者に対し、意⾒を求めることができる。 
 
(部) 
第 4 条 本部⻑は、必要と認めるときは、対策本部に部を置くことができる。 
2 部に属すべき本部員は、本部⻑が指名する。 
3 部に部⻑を置き、本部員のうちから本部⻑が指名する。 
4 部⻑は、部の事務を掌理する。 
 
(現地対策本部) 
第 5 条 国⺠保護現地対策本部に、国⺠保護現地対策本部⻑、国⺠保護現地対策本部員その他の職員を

置き、副本部⻑、本部員その他の職員のうちから本部⻑が指名する者をもって充てる。 
2 国⺠保護現地対策本部⻑は、現地対策本部の事務を掌理する。 
 
(委任) 
第 6 条 この条例に定めるもののほか、対策本部に関し必要な事項は、本部⻑が定める。 
 
(準⽤) 
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第 7 条 第 2 条から前条までの規定は、⻄之表市緊急対処事態対策本部について準⽤する。この場合に
おいて、第 3 条第 2 項中「法第 28 条第 6 項」とあるのは「法第 183 条において準⽤する法第 28
条第 6 項」と読み替えるものとする。 

 
附則 
この条例は、公布の⽇から施⾏する。 
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３．武⼒攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の⽅法並びに安否情報の照会 
 及び回答の⼿続その他の必要な事項を定める省令 

 
武⼒攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の⽅法並びに安否情報の照会及び回答の⼿続その
他の必要な事項を定める省令 

 （平成１７年３⽉２８⽇総務省令第４４号） 
 （最終改正：平成２７年９⽉１６⽇総務省令第７６号） 

 
  武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律施⾏令（平成１６年政令第２７５
号）第２５条第２項及び第２６条第４項（これらの規定を同令第５２条において準⽤する場合を含
む。）の規定に基づき、武⼒攻撃事態等における安否情報の報告⽅法並びに安否情報の照会及び回答
の⼿続その他の必要な事項を定める省令を次のように定める。 
 
  武⼒攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の⽅法並びに安否情報の照会及び回答の⼿続そ
の他の必要な事項を定める省令 
 
（安否情報の収集⽅法） 
第１条 武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。

以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準⽤する場合を含む。）
の規定による安否情報の収集は、避難住⺠⼜は武⼒攻撃災害により負傷した住⺠については様
式第１号を、武⼒攻撃災害により死亡した住⺠については様式第２号を⽤いて⾏うものとする。
ただし、やむを得ない場合は、地⽅公共団体の⻑が適当と認める⽅法によることができる。 

 
（安否情報の報告⽅法） 
第２条 武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律施⾏令（平成１６年政令第２

７５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条において準⽤する場合を含む。）の
総務省令で定める⽅法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準⽤する場合
を含む。）に規定する安否情報を様式第３号により記載した書⾯（電⼦的⽅式、磁気的⽅式その
他⼈の知覚によっては認識することができない⽅式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付
とする。ただし、事態が急迫している場合その他この⽅法によることができない場合には、⼝
頭、電話その他の⽅法によることができる。 

 
（安否情報の照会⽅法） 
第３条 法第９５条第１項（法第１８３条において準⽤する場合を含む。次条において同じ。）の規

定による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条において準⽤する場合を含む。）に
規定する事項を様式第４号により記載した書⾯を総務⼤⾂⼜は地⽅公共団体の⻑に提出するこ
とにより⾏うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に⾏う必要がある場合、安否情報に
ついて照会をしようとする者が遠隔の地に居住している場合その他この⽅法によることができ
ない場合には、⼝頭、電話その他の⽅法によることができる。 

２  法第９５条第１項（法第１８３条において準⽤する場合を含む。次条において同じ。）の規定
により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書⾯に記載されている⽒名及び住所⼜
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は居所と同⼀の⽒名及び住所⼜は居所が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、外
国⼈登録証明書、⾏政⼿続における特定の個⼈を識別するための番号の利⽤等に関する法律（平
成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個⼈番号カードその他法律⼜はこれに基づく
命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が本⼈であることを確認
するに⾜りるものを提⽰し、⼜は提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由により、
当該書類を提⽰し、若しくは提出することができない場合⼜は前項ただし書きの場合にあって
は、当該安否情報を照会する者が本⼈であることを確認するために総務⼤⾂⼜は地⽅公共団体
の⻑が適当と認める⽅法によることができる。 

３  前項ただし書の場合において、総務⼤⾂及び地⽅公共団体の⻑が安否情報を照会する者が本
⼈であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地⽅公共団体の⻑に対し、必
要な資料の提出を求めることができる。 

 
（安否情報の回答⽅法） 
第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避難住⺠に該

当するか否か及び武⼒攻撃災害により死亡し⼜は負傷した住⺠に該当するか否かの別その他必
要な事項を様式第５号により記載した書⾯を交付することにより⾏うものとする。ただし、事
態が急迫している場合その他この⽅法によることができない場合には、⼝頭、電話その他の⽅
法によることができる。 

 
（安否情報の提供） 
第５条 総務⼤⾂は、全ての都道府県知事⼜は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の⻑が法第９５

条第１項の規定に基づく安否情報の回答を⾏うことができるようにするため、法第９４条第２
項の規定により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、都道府県知事及び市町
村の⻑に対し、書⾯により提供することとする。 

 
附 則 抄 

（施⾏期⽇） 
第１条 この省令は、平成１７年４⽉１⽇から施⾏する。 附 則 （平成１８年３⽉３１⽇総務省令

第５０号） 抄 （施⾏期⽇） 第１条 この省令は、平成１８年４⽉１⽇から施⾏する。ただし、
本則に１条を加える改正規定及び附則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分につい
ては、平成１９年４⽉１⽇から施⾏する。 

 
附 則 （平成２７年９⽉１６⽇総務省令第７６号） 抄 

（施⾏期⽇） 
第１条 この省令は、⾏政⼿続における特定の個⼈を識別するための番号の利⽤等に関する法律（以

下この条及び次条第１項において「番号利⽤法」という。）附則第１条第４号に掲げる規定の施
⾏の⽇（平成２８年１⽉１⽇）から施⾏する。 

（経過措置） 
第２条 
２  次に掲げる省令の規定の適⽤については、住⺠基本台帳カード（第５条の規定による改正前

の住⺠基本台帳法施⾏規則別記様式第２の様式によるものに限る。）は、番号利⽤法整備法第２
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０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた旧住⺠基本台帳法第３０条の４４第
９項の規定によりその効⼒を失う時までの間は、個⼈番号カードとみなす。 
１及び２ 略 
３ 第１１条の規定による改正後の武⼒攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の⽅法並

びに安否情報の照会及び回答の⼿続その他の必要な事項を定める省令第３条第２項 
  



 

7 
 

  



 

8 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

9 
 

 
 
 
 
  



 

10 
 

 
 
 
 
  



 

11 
 

  



 

12 
 

４．武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律による救援の程度
及び⽅法の基準 

 
武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び⽅法の基準 

（平成２５年１０⽉１⽇内閣府告⽰第２２９号） 
（最終改正：平成２８年３⽉３１⽇内閣府告⽰第１１３号） 

武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律施⾏令(平成⼗六年政令第⼆百七⼗五
号)第⼗条第⼀項の規定に基づき、武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律によ
る救援の程度及び⽅法の基準を次のように定め、平成⼆⼗五年⼗⽉⼀⽇から適⽤する。 

 
武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び⽅法の基準 

 
(救援の程度及び⽅法) 
第⼀条 武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法律施⾏令(平成⼗六年政令第⼆百

七⼗五号。以下「令」という。)第⼗条第⼀項(令第五⼗⼆条において準⽤する場合を含む。)の規定
による救援の程度及び⽅法の基準は、武⼒攻撃事態等における国⺠の保護のための措置に関する法
律(平成⼗六年法律第百⼗⼆号。以下「法」という。)第七⼗五条第⼀項各号及び令第九条各号に掲
げる救援の種類ごとに、次条から第⼗三条までに定めるところによる。 

2  前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣総理⼤⾂が特別の基準(次項にお
いて「特別基準」という。)を定める。 

3   救援を実施する都道府県知事(地⽅⾃治法(昭和⼆⼗⼆年法律第六⼗七号)第⼆百五⼗⼆条の⼗九
第⼀項の指定都市においては、その⻑)は、第⼀項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合
には、内閣総理⼤⾂に対し、特別基準の設定について意⾒を申し出ることができる。 

 
(収容施設の供与) 
第⼆条 法第七⼗五条第⼀項第⼀号の収容施設(応急仮設住宅を含む。)の供与は、次の各号に掲げる施

設ごとに、当該各号に定めるところにより⾏うこととする。 
⼀ 避難所 

イ 避難住⺠(法第五⼗⼆条第三項に規定する避難住⺠をいう。)⼜は武⼒攻撃災害(法第⼆条第四項に
規定する武⼒攻撃災害を⾔う。以下同じ。)により現に被害を受け、若しくは受けるおそれのある者
(以下「避難住⺠等」という。)を収容するものであること。 

ロ 原則として、学校、公⺠館等既存の建物を利⽤すること。ただし、これら適当な建物を利⽤する
ことが困難な場合は、野外に仮⼩屋を設置し、⼜は天幕の設営により実施すること。 

ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃⾦職員等雇上費、消耗器材費、建物の使⽤謝⾦、器物の
使⽤謝⾦、借上費⼜は購⼊費、光熱⽔費並びに仮設便所等の設置費は、⼀⼈⼀⽇当たり三百⼆⼗円
(冬季(⼗⽉から三⽉までの期間をいう。以下同じ。)については、別に定める額を加算した額)の範
囲内とすること。ただし、福祉避難所(⾼齢者、障害者等(以下「⾼齢者等」という。)であって避難
所での⽣活において特別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。)を設置した場合は、当
該地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができること。 
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ニ 収容する期間が⻑期にわたる場合⼜は⻑期にわたるおそれがある場合には、⻑期避難住宅を設
置し、これに収容することができることとし、⼀⼾当たりの規模及び避難住⺠等の収容のため⽀
出できる費⽤は、次に掲げるところによること。 
(1) ⼀⼾当たりの規模は、⼆⼗九・七平⽅メートルを標準とし、その設置のための費⽤は⼆百六

⼗六万円以内とすること。 
(2) ⻑期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃⾦職員等雇上費、消耗器材費、器物の使⽤謝

⾦、借上費⼜は購⼊費並びに光熱⽔費は、⼀⼈⼀⽇当たり三百⼆⼗円(冬季については、別に定
める額を加算した額)の範囲内とすること。 

ホ ⻑期避難住宅を同⼀敷地内⼜は近接する地域内におおむね五⼗⼾以上設置した場合は、居住者
の集会等に利⽤するための施設を設置できることとし、⼀施設当たりの規模及びその設置のため
⽀出できる費⽤は、別に定めるところによること。 

ヘ ⽼⼈居宅介護等事業等を利⽤しやすい構造及び設備を有し、⾼齢者等であって⽇常の⽣活上特
別な配慮を要する複数のものを収容する施設を⻑期避難住宅として設置できること。 

ト ⻑期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、これらに収容
することができること。 

チ 法第⼋⼗九条第三項の規定により準⽤される建築基準法(昭和⼆⼗五年法律第⼆百⼀号)第⼋
⼗五条第⼀項本⽂、第三項及び第四項並びに景観法(平成⼗六年法律第百⼗号)第七⼗七条第⼀項、
第三項及び第四項並びに法第百三⼗⼀条の規定により準⽤される特定⾮常災害の被害者の権利
利益の保全等を図るための特別措置に関する法律(平成⼋年法律第⼋⼗五号)第⼆条、第⼋条及び
第九条の規定は、⻑期避難住宅について適⽤があるものとする。 

⼆ 応急仮設住宅 
イ 避難の指⽰が解除された後⼜は武⼒攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった

後、武⼒攻撃災害により住家が全壊、全焼⼜は流失し、居住する住家がない者であって、⾃らの
資⼒では住家を得ることができないものを収容するものであること。 

ロ ⼀⼾当たりの規模は、⼆⼗九・七平⽅メートルを標準とし、その設置のための費⽤は、⼆百六
⼗六万円以内とすること。 

ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準⽤する。 
 

(炊き出しその他による⾷品の給与及び飲料⽔の供給) 
第三条 法第七⼗五条第⼀項第⼆号の炊き出しその他による⾷品の給与及び飲料⽔の供給は、次の各号

に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより⾏うこととする。 
⼀ 炊き出しその他による⾷品の給与 

イ 避難所(⻑期避難住宅を含む。以下同じ。)に収容された者、武⼒攻撃災害により住家に被害を
受けて炊事のできない者及び避難の指⽰(法第五⼗四条第⼆項に規定する避難の指⽰をいう。以
下同じ。)に基づき⼜は武⼒攻撃災害により住家に被害を受け避難する必要のある者に対して⾏
うものであること。 

ロ 被災者が直ちに⾷することができる現物によるものとすること。 ハ 炊き出しその他による⾷
品の給与を実施するため⽀出できる費⽤は、主⾷、副⾷及び燃料等の経費として⼀⼈⼀⽇当たり
千百⼗円以内とすること。 

⼆ 飲料⽔の供給 
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イ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により現に飲料⽔を得ることができない者に対し
て⾏うものであること。 

ロ 飲料⽔の供給を実施するために⽀出できる費⽤は、⽔の購⼊費のほか、給⽔⼜は浄⽔に必要な
機械⼜は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品⼜は資材の費⽤とし、当該地域における通
常の実費とすること。 

 
(被服、寝具その他⽣活必需品の給与⼜は貸与) 
第四条 法第七⼗五条第⼀項第三号の被服、寝具その他⽣活必需品の給与⼜は貸与(以下「⽣活必需品の

給与等」という。)は、次の各号に定めるところにより⾏うこととする。 
⼀ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により、⽣活上必要な被服、寝具その他⽣活必需品を

喪失⼜は損傷し、直ちに⽇常⽣活を営むことが困難な者に対して⾏うものであること。 
⼆ 被害の実情に応じ、次に掲げる品⽬の範囲内において現物をもって⾏うこと。 

イ 被服、寝具及び⾝の回り品 
ロ ⽇⽤品 
ハ 炊事⽤具及び⾷器 
ニ 光熱材料 

三 ⽣活必需品の給与等のため⽀出できる費⽤は、季別及び世帯区分により⼀世帯当たり次に掲げる
額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季(四⽉から九⽉までの期間をいう。以下
同じ。)及び冬季とし、⽣活必需品の給与等を⾏う⽇をもって決定すること。 

 
季別 ⼀⼈世帯 

の額 
⼆⼈世帯 
の額 

三⼈世帯 
の額 

四⼈世帯 
の額 

五⼈世帯
の額 

世帯員数が六⼈以上⼀⼈を
増すごとに加算する額 

夏季 ⼀万⼋千
四百円 

⼆万三千
七百円 

三万四千
九百円 

四万千⼋
百円 

五万三千
円 

七千⼋百円 

冬季 三万四百
円 

三万九千
五百円 

五万五千
円 

六万四千
三百円 

⼋万九百
円 

⼀万千百円 

 
四 避難の指⽰が⻑期にわたって解除されない場合⼜は武⼒攻撃災害が⻑期にわたって継続してい

る場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 
 

(医療の提供及び助産) 
第五条 法第七⼗五条第⼀項第四号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところにより⾏うこ

ととする。 
⼀ 医療の提供 

イ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により医療の途を失った者に対して、応急的に処
置するものであること。 

ロ 救護班において⾏うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病院若しく
は診療所⼜は施術所(あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭和⼆⼗⼆
年法律第⼆百⼗七号)⼜は柔道整復師法(昭和四⼗五年法律第⼗九号)に規定するあん摩マッサ
ージ指圧師、はり師、きゆう師⼜は柔道整復師(以下「施術者」という。)がその業務を⾏う場
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所をいう。以下同じ。)において医療(施術者が⾏うことができる範囲の施術を含む)を⾏うこと
ができること。 

ハ 次の範囲内において⾏うこと。 
(1) 診療 
(2) 薬剤⼜は治療材料の⽀給 
(3) 処置、⼿術その他の治療及び施術 
(4) 病院⼜は診療所への収容 
(5) 看護 

ニ 医療の提供のため⽀出できる費⽤は、救護班による場合は使⽤した薬剤、治療材料、破損し
た医療器具の修繕費等の実費とし、病院⼜は診療所による場合は国⺠健康保険の診療報酬の額
以内とし、施術所による場合は協定料⾦の額以内とすること。 

⼆ 助産 
イ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により助産の途を失った者に対して⾏うもので

あること。 
ロ 次の範囲内において⾏うこと。 

(1) 分べんの介助 
(2) 分べん前及び分べん後の処置 
(3) 脱脂綿、ガーゼその他の衛⽣材料の⽀給 

ハ 助産のため⽀出できる費⽤は、救護班等による場合は使⽤した衛⽣材料の実費とし、助産師
による場合は慣⾏料⾦の百分の⼋⼗以内の額とすること。 

 
(被災者の捜索及び救出) 
第六条 法第七⼗五条第⼀項第五号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところにより⾏うこ

ととする。 
⼀ 避難の指⽰が解除された後⼜は武⼒攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武⼒攻撃

災害により、現に⽣命若しくは⾝体が危険な状態にある者⼜は⽣死不明の状態にある者を捜索し、
⼜は救出するものであること。 

⼆ 被災者の捜索及び救出のため⽀出できる費⽤は、⾈艇その他救出のための機械、器具等の借上費
⼜は購⼊費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

 
(埋葬及び⽕葬) 
第七条 法第七⼗五条第⼀項第六号の埋葬及び⽕葬は、次の各号に定めるところにより⾏うこととする。 

⼀ 武⼒攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを⾏うものであること。 
⼆ 原則として、棺⼜は棺材の現物をもって、次の範囲内において⾏うこと。 

イ 棺(附属品を含む。) 
ロ 埋葬⼜は⽕葬(賃⾦職員等雇上費を含む。) 
ハ ⾻つぼ及び⾻箱 

三 埋葬のため⽀出できる費⽤は、⼀体当たり⼤⼈⼆⼗⼀万四百円以内、⼩⼈⼗六万⼋千三百円以内
とすること。 

 
(電話その他の通信設備の提供) 
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第⼋条 法第七⼗五条第⼀項第七号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めるところにより
⾏うこととする。 

⼀ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により、通信⼿段を失った者に対して⾏うものである
こと。 

⼆ 電話、インターネットの利⽤を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第⼆条第⼀号に
規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住⺠等に利⽤させることにより⾏うものであること。  

三 電話その他の通信設備の提供のため⽀出できる費⽤は、消耗器材費、器物の使⽤謝⾦、借上費⼜
は購⼊費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における通常の実費とすること。  

 
(武⼒攻撃災害を受けた住宅の応急修理) 
第九条 法第七⼗五条第⼀項第⼋号の規定に基づく令第九条第⼀号の武⼒攻撃災害を受けた住宅の応

急修理は、次の各号に定めるところにより⾏うこととする。 
⼀ 避難の指⽰が解除された後若しくは武⼒攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなっ

た後、武⼒攻撃災害により住家が半壊若しくは半焼し、⾃らの資⼒では応急修理をすることができ
ない者⼜は⼤規模な補修を⾏わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者に対
して⾏うものであること。 

⼆ 居室、炊事場、便所等⽇常⽣活に必要最⼩限度の部分に対し、現物をもって⾏うものとし、その
修理のために⽀出できる費⽤は、⼀世帯当たり五⼗七万六千円以内とすること。 

 
(学⽤品の給与) 
第⼗条 法第七⼗五条第⼀項第⼋号の規定に基づく令第九条第⼆号の学⽤品の給与は、次の各号に定め

るところにより⾏うこととする。 
⼀ 避難の指⽰に基づく避難⼜は武⼒攻撃災害により、学⽤品を喪失⼜は損傷し、就学上⽀障のある

⼩学校児童(義務教育学校の前期課程及び特別⽀援学校の⼩学部の児童を含む。以下同じ。)、中学
校⽣徒(義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別⽀援学校の中学部の⽣徒を含
む。以下同じ。)及び⾼等学校等⽣徒(⾼等学校(定時制の課程及び通信制の課程を含む。)、中等教
育学校の後期課程(定時制の課程及び通信制の課程を含む。)、特別⽀援学校の⾼等部、⾼等専⾨学
校、専修学校及び各種学校の⽣徒をいう。以下同じ。)に対して⾏うものであること。 

⼆ 被害の実情に応じ、次に掲げる品⽬の範囲内において現物をもって⾏うこと。 
イ 教科書  
ロ ⽂房具  
ハ 通学⽤品 

三 学⽤品の給与のため⽀出できる費⽤は、次の額の範囲内とすること。 
イ 教科書代 

(1) ⼩学校児童及び中学校⽣徒 教科書の発⾏に関する臨時措置法(昭和⼆⼗三年法律第百三⼗
⼆号)第⼆条第⼀項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、⼜はそ
の承認を受けて使⽤するものを給与するための実費 

(2) ⾼等学校等⽣徒 正規の授業で使⽤する教材を給与するための実費 
ロ ⽂房具費及び通学⽤品費 

(1) ⼩学校児童 ⼀⼈当たり 四千三百円 
(2) 中学校⽣徒 ⼀⼈当たり 四千六百円 
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(3) ⾼等学校等⽣徒 ⼀⼈当たり 五千円 
四 避難の指⽰が⻑期にわたって解除されない場合⼜は武⼒攻撃災害が⻑期にわたって継続してい

る場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 
 
(死体の捜索及び処理) 
第⼗⼀条 法第七⼗五条第⼀項第⼋号の規定に基づく令第九条第三号の死体の捜索及び処理は、次の各

号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより⾏うこととする。 
⼀ 死体の捜索 

イ 避難の指⽰が解除された後⼜は武⼒攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武⼒攻
撃災害により現に⾏⽅不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡していると推定され
る者に対して⾏うものであること。 

ロ 死体の捜索のため⽀出できる費⽤は、⾈艇その他捜索のための機械、器具等の借上費⼜は購⼊
費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

⼆ 死体の処理 
イ 武⼒攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理(埋葬を除く。)を⾏うものであること。 
ロ 次の範囲内において⾏うこと。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 
(2) 死体の⼀時保存 
(3) 検案 

ハ 検案は、原則として救護班において⾏うこと。 
ニ 死体の処理のため⽀出できる費⽤は、次に掲げるところによること。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費⽤は、⼀体当たり三千四百円以内とすること。 
(2) 死体の⼀時保存のための費⽤は、死体を⼀時収容するための既存の建物を利⽤する場合は    

当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利⽤できない場合は⼀体当たり五千
三百円以内とすること。この場合において、死体の⼀時保存にドライアイスの購⼊費等の経費
が必要であるときは、当該地域における通常の実費を加算することができること。 

(3) 救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣⾏料⾦の額以内とするこ
と。 

 
(武⼒攻撃災害によって住居⼜はその周辺に運ばれた⼟⽯、⽵⽊等で、⽇常⽣活に著しい⽀障を及ぼし
ているものの除去) 
第⼗⼆条 法第七⼗五条第⼀項第⼋号の規定に基づく令第九条第四号の武⼒攻撃災害によって住居⼜

はその周辺に運ばれた⼟⽯、⽵⽊等で、⽇常⽣活に著しい⽀障を及ぼしているもの(以下「障害物」
という。)の除去は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより⾏うこととす
る。 

⼀ 避難の指⽰が解除された後⼜は武⼒攻撃により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、居室、 
炊事場等⽣活に⽋くことのできない場所⼜は⽞関に障害物が運びこまれているため⼀時的に居住 
できない状態にあり、かつ、⾃らの資⼒をもってしては、当該障害物を除去することができない者 
に対して⾏うものであること。 
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⼆ 障害物の除去のため⽀出できる費⽤は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具等
の借上費⼜は購⼊費、輸送費、賃⾦職員等雇上費等とし、⼀世帯当たり⼗三万四千⼋百円以内とす
ること。 

 
(救援のための輸送費及び賃⾦職員等雇上費) 
第⼗三条 法第七⼗五条第⼀項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援のための輸送

費及び賃⾦職員等雇上費を⽀給することができる。 
⼀ 救援のための輸送費及び賃⾦職員等雇上費として⽀出できる範囲は、次に掲げる場合とすること 

イ 飲料⽔の供給  
ロ 医療の提供及び助産  
ハ 被災者の捜索及び救出  
ニ 死体の捜索及び処理 
ホ 救済⽤物資の整理配分 

⼆ 救援のため⽀出できる輸送費及び賃⾦職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とすること。 
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５．関係機関の連絡先 
（１）⿅児島県 

機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

危機管理防災局 危機管理課 099-286-2256 099-286-5519 

危機管理防災局 防災航空センター 0993-73-2881 0993-73-2882 

危機管理防災局 消防保安課 099-286-2259 099-286-5521 

総合政策部 交通政策課 099-286-2455 099-286-5533 

くらし保健福祉部 保健医療福祉課 099-286-2656 099-286-5928 

くらし保健福祉部 社会福祉課 099-286-2824 099-286-5568 

くらし保健福祉部 ⽣活衛⽣課 099-286-2784 099-286-5562 

くらし保健福祉部 ⼦ども家庭課 099-286-2766 099-286-5560 

くらし保健福祉部 ⾼齢者⽣き⽣き推進課 099-286-2696 099-286-5554 

商⼯労働⽔産部 漁港漁場課 099-286-3454 099-286-5615 

⼟⽊部 道路維持課 099-286-3564 099-286-5623 

⼟⽊部 港湾空港課 099-286-3634 099-286-5629 

熊⽑⽀庁 総務企画課 0997-22-0001 0997-23-1161 

熊⽑⽀庁 建設課 0997-22-0810 0997-23-1460 

熊⽑⽀庁 地域保健福祉課 0997-22-1138 0997-22-0050 

熊⽑⽀庁 （夜間・休⽇） 0997-22-1131  
 

（２）警察 
機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

⿅児島県警察本部 警備部機動隊 099-206-0110   

種⼦島警察署 警備課 0997-22-0110   

⻄之表交番 0997-23-0409   

国上駐在所 0997-28-0004   

古⽥駐在所 0997-23-8577   
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（３）消防 

機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

熊⽑地区消防組合 消防本部 0997-23-0119 0997-23-4198 

熊⽑地区消防組合 ⻄之表消防署 0997-22-0119 0997-23-4198 
 

（４）⾃衛隊 

機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

⿅児島地⽅協⼒本部 種⼦島駐在員事務所 0997-23-0299  

航空⾃衛隊 ⻄部航空⽅⾯隊司令部 092-581-4031  

海上⾃衛隊 第 1 航空群 0994-43-3111  

陸上⾃衛隊 第 12 普通科連隊 0995-46-0350  
 

（５）指定地⽅⾏政機関 

機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

第⼗管区海上保安本部 ⿅児島海上保安部 099-222-6680  

第⼗管区海上保安本部 種⼦島海上保安署 0997-22-0118  

第⼗管区海上保安本部 指宿海上保安署 0993-34-1000  
国⼟交通省 
九州地⽅整備局 

⿅児島港湾・ 
空港整備事務所 

099-223-3296  

国⼟交通省 
九州地⽅整備局 

⻄之表港湾事務所 0997-23-5012  

国⼟交通省 
⼤阪航空局 

⿅児島空港事務所 0995-58-4461 0995-58-4477 

 
（６）市町村 

機関名 担当部局 電話 ＦＡＸ 

南種⼦町 総務課消防交通係 0997-26-1111 0997-26-0708 

中種⼦町 総務課消防交通係 0997-27-1111 0997-27-3591 
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（７）指定公共機関及び指定地⽅公共機関 

機関名 電話 

⻄⽇本電信電話株式会社（⿅児島⽀店） 099-227-7689 

九州電⼒送配電株式会社(熊⽑地区配電事業所) 0997-23-3541 

⽇本⾚⼗字社⿅児島県⽀部⻄之表市地区 0997-22-0506 

いわさきコーポレーション 0997-22-0450 

熊⽑地区医師会 0997-23-2548 

公益社団法⼈⿅児島県バス協会 099-252-8670 
 
（８）その他公共団体及び防災上重要な施設の管理者 

機関名 電話 

種⼦島医療センター 0997-22-0960 

熊⽑地区医師会 0997-23-2548 

熊⽑郡⻭科医師会 0997-42-2248 

⻄之表市社会福祉協議会 0997-22-0506 

⽇本エアコミューター（株）本社総務グループ 0995-58-2151 

種⼦屋久⾼速船株式会社(⾼速船「トッピー」) 0570-004015 

⿅児島商船(フェリー「はいびすかす」) 0997-22-1355 

コスモライン(フェリー「プリンセスわかさ」) 099-222-8271 

種⼦島井元観光バス 0997-28-3810 

種⼦島・屋久島交通（種⼦島⽀社） 0997-22-0450 

さんまりん観光(南種⼦町) 0997-22-9600 
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（９）要配慮者利⽤施設 
分類 施設名 電話 

訪問介護 種⼦屋久農業協同組合指定訪問介護事業⻄之表事業所 0997-24-3577 
平安閣介護⽀援センターつばさ 0997-23-2627 
有限会社 義福 0997-22-1102 
ひまわりヘルパー事業所 0997-23-5580 
ありがとう 0997-23-0723 
訪問看護ステーション 野の花 0997-22-2880 
訪問看護ステーション ミント 0997-28-3914 
訪問看護ステーション Full Full 0997-23-0041 
訪問看護ステーション オーパスワン 0997-22-9475 

通所介護 わかさ園デイサービスセンター 0997-22-2360 
デイサービスセンター百合砂苑 0997-23-6161 
デイサービス すばる 0997-23-1918 
オリオン 0997-28-3350 
デイサービス なごみ苑・なごみ苑２号棟 0997-23-2513 
国上デイサービスセンター 0997-28-1710 

通所介護 ポシブル種⼦島 0997-23-5040 
社会福祉法⼈⻄之表市社会福祉協議会「⽣き⽣きデイ
サービスセンター」 

0997-22-0506 

デイサービス はまゆう 0997-28-3358 
デイサービス あんしん 0997-28-3560 

通所リハビリ
テーション 

百合砂診療所 0997-28-0901 
介護⽼⼈保健施設 わらび苑 0997-22-2600 

居宅介護(予
防 ) ⽀ 援 事 業
所 

種⼦屋久農業協同組合指定居宅介護⽀援事業⻄之表事業所 0997-23-3971 
平安閣介護⽀援センターつばさ 0997-28-3370 
わらび苑居宅介護⽀援事業所 0997-22-2612 
居宅介護⽀援事業所 百合砂 0997-23-6165 
居宅介護⽀援事業所 LaLa Cats 090-9483-7906 
⼩規模多機能型居宅介護事業所いなほ 0997-23-4137 
ありがとう 0997-22-9787 
⻄之表市地域包括⽀援センター 0997-23-5225 

許可保育所 若宮保育園 0997-22-0600 
国上みさき保育園 0997-28-0036 
現和みどり保育園 0997-25-0058 
住吉さくら保育園 0997-23-8015 
平和の園保育園 0997-22-0490 
安納双葉保育園 0997-25-1070 
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分類 施設名 電話 
認定こども園 きりすとこども園 0997-22-0185 

めいろうこども園 0997-22-1636 
私⽴幼稚園 榕城幼稚園 0997-23-6120 

⻄之表幼稚園 0997-22-0247 
⼩学校 榕城⼩学校 0997-22-0010 

上⻄⼩学校 0997-22-0574 
下⻄⼩学校 0997-22-0379 
国上⼩学校 0997-28-0001 
伊関⼩学校 0997-28-0226 
安納⼩学校 0997-25-0663 
現和⼩学校 0997-25-0003 
安城⼩学校 0997-23-7372 
古⽥⼩学校 0997-23-8910 
住吉⼩学技 0997-23-8302 

中学校 種⼦島中学校 0997-23-5200 
⾼等学校 県⽴種⼦島⾼等学校 0997-22-1270 
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６．各港湾・漁港の接岸能⼒等 
（１）港湾の接岸能⼒等 

No 港 名 所在地 管理 接岸能⼒ 
１ ⻄之表港 ⻄之表 県 旅客船 30,000 GT 
２ ⽥之脇港 現 和 県 貨物船   2,000 DWT 
３ 浅川港 現 和 市 漁船    10 
４ 伊関港 伊 関 市 漁船    10 
５ ⼤久保港 国 上 市 漁船    10 
６ ⼤崎港 上 ⻄ 市 漁船    10 
７ 上ノ古⽥港 国 上 市 漁船    10 
８ ⽴⼭港 ⽴ ⼭ 市 漁船    10 
９ 椎ノ⽊港 ⾺⽑島 市 漁船     1 未満 
10 王籠港 ⾺⽑島 市 − 
11 ⾺⽑島岬港 ⾺⽑島 市 − 

  ※ GT（総トン数 ）：船舶の密閉区画の容積トン数 
  ※ DWT（裁貨重量トン数 ）：積載し得る貨物の最⼤重量をトン単位で表した数 
 
（２）漁港の接岸能⼒等 

No 港 名 所在地 管理 接岸能⼒（ｔ） 
１ 浦⽥漁港 国 上 県 漁船  50 
２ 庄司浦漁港 現 和 県 漁船   5 
３ 住吉漁港 住 吉 県 漁船  20 
４ 安城漁港 安 城 市 漁船   1 
５ 沖ヶ浜⽥漁港 伊 関 市 漁船   3 
６ 花⾥崎漁港 上 ⻄ 市 漁船   1 
７ 湊漁港 国 上 市 漁船  10 
８ 能野漁港 住 吉 市 漁船  10 
９ 葉⼭漁港 ⾺⽑島 市 漁船   3 
10 ⾼坊漁港 ⾺⽑島 市 漁船   1 未満 
11 安納漁港 安 納 市 漁船   1 
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７．⾞両の保有台数 
（１）観光バス

所有者 所在地 TEL 保有台数 
⼤型 
(45 ⼈) 

中型 
(27 ⼈) 

⼩型 
(17⼈) 

種⼦島井元観光バス 
⻄ 之 表 市 ⻄ 町
189-1

0997-28-3810 4 1 2 

種⼦島・屋久島交通（種⼦島⽀社） 
⻄ 之 表 市 ⻄ 之 表
6974 

0997-22-0450 4 0 0 

さんまりん観光(南種⼦町) 
南 種 ⼦ 町 中 之 上
2532-9 

0997-22-9600 14 2 4 

出典：種⼦島観光協会ホームページ

（２）⻄之表市所有バス
管理者 所在地 TEL 保有台数 

⼤型 
(45 ⼈) 

中型 
(26 ⼈) 

マイク
ロバス
(25 ⼈)

⻄之表市役所 
⻄ 之 表 市 ⻄ 之 表
7612 

0997-22-1111 0 0 2 

⻄之表市教育委員会 
⻄ 之 表 市 ⻄ 之 表
7612 

0997-22-1163 3 3 0 

出典：⻄之表市提供資料

８．⾶⾏機、⾼速船、フェリーの時刻表 
（１）⾶⾏機（種⼦島空港）

種⼦島（発） 機体 ⿅児島（着） 

9:20 ART42orART72 9:55 
12:15 ART42orART72 12:50 
13:05 ART42 13:40 
16:35 ART42orART72 17:10 
18:00 ART42orART72 18:35 

※ 令和 6 年 2 ⽉ 1 ⽇〜令和 6 年 2 ⽉ 29 ⽇の時刻表
※ 機体の標準座席数は、ATR42-600 が 48 席、ATR72-600 が 70 席
※ ⽇本エアコミューター株式会社 TEL：0995-58-2151
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（２）フェリー（⻄之表港） 
ア フェリー「はいびすかす」時刻表 

種⼦島 
（発） 

→ 
⿅児島 

(⾕⼭港着) 
備考 

11:00 → 14:40 ⽉曜⽇運休 

  ※ 旅客定員：212 名 ⾞両搭載数：⼤型 7 台、乗⽤⾞ 40 台 
※ ⿅児島商船 TEL：0997-22-1355 

 
イ フェリー「プリンセスわかさ」時刻表 

種⼦島 
（発） 

→ 
⿅児島 

(南埠頭着) 
備考 

13:45 → 17:25   

  ※ 旅客定員：222 名 ⾞両搭載数：バス３台、乗⽤⾞ 31 台 
  ※ コスモライン TEL：099-222-8271 
 

（３）⾼速船「トッピー・ロケット」（⻄之表港） 
【冬ダイヤ】                【春ダイヤ】 

種⼦島 
（発） 

→ ⿅児島 
（着） 

備考 
 

種⼦島 
（発） 

→ 種⼦島 
（発） 

備考 

7:00 → 8:35 曜⽇運航(⼟・⽉) 
 

7:00 → 8:40 曜⽇運航(⾦・⼟・⽉) 
8:00 → 9:35   

 
8:00 → 9:40   

9:30 → 11:05 1/1-3 のみ運航 
 

9:30 → 12:30 屋久島経由 
9:40 → 12:35 屋久島経由 

 
      

11:05 → 12:45   
 

11:05 → 12:45   
14:00 → 15:35   

 
14:15 → 15:55   

15:10 → 16:45 1/3 のみ運航 
 

      
16:40 → 18:30 指宿経由 

 
16:50 → 18:40 指宿経由 

※ トッピー２ 座席数 250 席（プレミアムシート 4 席） 
トッピー３ 座席数 243 席（プレミアムシート 16 席） 
トッピー７ 座席数 250 席（プレミアムシート 4 席） 
ロケット１ 座席数 241 席（プレミアムシート 4 席） 
ロケット２ 座席数 241 席（プレミアムシート 4 席） 
ロケット３ 座席数 235 席（プレミアムシート 12 席） 

※ 種⼦屋久⾼速船株式会社  TEL：0570-004015 
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９．消防庁「避難実施要領のパターン」作成の⼿引きによる避難実施要領の例 
着上陸侵攻に対する避難実施要領 

避 難 実 施 要 領 
⻄之表市 

年  ⽉  ⽇  時  分現在 
1 ⿅児島県からの避難の指⽰内容 

別紙の通り 

2 事態の状況、関係機関の措置 
2-1 事態の状況 
発⽣時期 令和○○年○⽉○○分 
発⽣場所 ○国の部隊が砂浜により着上陸侵攻することが⾒込まれる。沿

岸部の集落が攻撃を受ける可能性が⾼いと判断される。 
実⾏の主体 ○国 
事案の概要と 
被害状況 

前⽇、沖縄県に位置するある離島が航空攻撃を受け、市街地の
建物が崩壊し、交通施設等が使⽤不可能な状態になっている。そ
れに加え、南⽅の海域で侵攻部隊・輸送艦船の集結等の着上陸侵
攻準備が顕在化している。 

今後の予測・影響
と措置 

⻄之表市が侵攻⽬標となった場合、着上陸しやすい沿岸部が攻
撃を受ける恐れが予想される。 

また、⻄之表港は重要な連絡港であり、○国軍隊の確保⽬標と
なると思われる。 

気象の状況 天候：晴れ  気温 29〜30℃  ⾵速：3〜10m/s 
波の⾼さ：1.0〜2.5m 

2-2 避難住⺠の誘導の概要 
要避難地域 全市避難 
避難先と避難誘導
の⽅針 

⿅児島市、指宿市、南⼤隅町まで⾼速船・フェリーで避難する。 
出発港は⻄之表港とする。 

避難開始⽇時 令和○○年○⽉○○分 
避難完了予定⽇時 令和○○年○⽉○○分 
2-3 関係機関の措置 
措置の概要 町は避難指⽰の伝達にあたり、対策本部を設置するとともに、

以下のとおり関係機関へ協⼒を要請する。 
・ 避難住⺠を出発港に移動するため、各交通会社に協⼒依頼 
・ 本⼟避難するため、各船舶会社及び港湾施設管理者に協⼒依

頼（県調整） 
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・ 避難⾏動要⽀援者、患者等の避難を準備するため、市内の医
療施設、⾼齢者施設等に協⼒依頼 

・ 施設⼊所者、⼊院患者、在宅医療機器使⽤患者及び介助者は
⼤型フェリーで移動するため、県、船舶会社に協⼒調整 

調整連絡先 市：政策推進課、種⼦島警察署、市消防団⻑ 
島内輸送：種⼦島井元観光バス、種⼦島・屋久島交通、 

さんまりん観光 
医療機関：種⼦島医療センター 
※ 船舶関係、本⼟における移動⼿段、本⼟避難後に協⼒必要な

関係機関（D-MAT、D-CAT、県医師会、県⽼施協）は県によ
る調整 

3 事態の特性で留意すべき事項 
事態の特性 
（除染の必要性等） 

市全域が避難対象地域となり、本⼟への避難が必要となる。 
今回は⼤規模武⼒攻撃事態の想定であり、地域内不安が広がる

中、安全で円滑な避難を実施することに困難が予想される。 
地域の特性 ⻄之表市は離島であり、避難調整するのに時間が要する他、移

動時間も⻑いため、迅速な避難実施に課題がある。 
市街地は道路が狭く、交通容量が制限される。可能な限りバス

で港まで移動するが、避難⾏動要⽀援者の⾞両や⽀援⾞両等の流
⼊も予想されるため、⼀⽅通⾏や歩⾞分離等の交通規制が必要だ
と考えられる。 

侵攻⽬標になりやすい砂浜が⻑く、集落も沿岸に分布するため、
避難の地区優先順位検討が重要である。 

時期による特性 避難実施⽇は夏休みであり、帰省や観光で普段より⼈⼝が多く、
家族連れの家族や⽇本語の通じない外国⼈への対応が必要である。 

4 避難者数（単位：⼈） 
総⼈数：市内住⺠登録⼈⼝ 15,000（そのうち避難⾏動要⽀援者） 

榕城：7,511 
(XX ⼈) 

上⻄：475 
(XX ⼈) 

下⻄：2,089 
(XX ⼈) 

国上：976 
(XX ⼈) 

伊関：385 
(XX ⼈) 

安納：349 
(XX ⼈) 

現和：1,133 
(XX ⼈) 

⽴⼭：82 
(XX ⼈) 

中割：70 
(XX ⼈) 

古⽥：177 
(XX ⼈) 

住吉：803 
(XX ⼈) 

安城：285 
(XX ⼈) 

⾺⽑島：150    

5 避難施設 
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5-1 避難施設 
避難先地域 ⿅児島市 指宿市 南⼤隅町  
収納可能⼈数
（⼈） 

10,000 4,000 2,000  

受⼊依頼⼈数
（⼈） 

9,000 4,000 2,000  

避難施設名 

別紙の通り 
所在地 
連絡先（電話等） 
連絡担当者 
その他の留意事項 
5-2 避難集合場所 
所在地 

別紙の通り 
連絡先（電話） 
連絡担当者 
その他の注意事項 
6 避難⼿段 
輸送⼿段 港周辺 

（榕城、下⻄） 
他の地区の市街地、
集落 

中⼭間地域 

 集合場所 
まで 

港まで徒歩 徒歩 ⾃家⽤⾞または市
の⾞両 

出発港まで − バス バス、マイクロバ
ス 

本⼟まで ⾼速船・フェリー ⾼速船・フェリー ⾼速船・フェリー 
島内輸送⼿段 
の詳細 

 ⼤型バス 中型バス マイクロ
バス 

 

定員 45 27 20  
台数 8 1 2  
連絡先： 
種⼦島井元観光バス 0997-28-3810 
種⼦島・屋久島交通（種⼦島⽀社）0997-22-0450 
さんまりん観光 0997-22-9600 
 

島外輸送⼿段 
の詳細 

 ⾼速船 ⼤型フェリ
ー 

  

定員 250 400   
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台数 6 2   
連絡先： 
種⼦屋久⾼速船株式会社 0570-00-4015 
⿅児島商船(フェリー「はいびすかす」)0997-22-1355 
コスモライン(フェリー「プリンセスわかさ」)0992-22-8271 

輸送分配の考え⽅ 船舶や⾶⾏機の運⾏ダイヤに合わせ、集落ごとに搭乗可能⼈員を
バスにて計画輸送する。 

その他の輸送⼿段 避難⾏動要⽀援者 ⼊院患者等 ⾺⽑島⼯事関係者等 
介助者とともに福

祉⾞両により出発港
まで移動、状況によ
って⼤型フェリーで
本⼟まで輸送 

救急⾞両、福祉⾞
両により出発港まで
移動、状況によって
⼤型フェリーで本⼟
まで輸送 

⾃ 衛 隊 船 舶 で ⻄
之表港まで集合、⾼
速船で本⼟まで輸送 

7 避難経路 
別紙図⾯の通り 
交通
規制 

実施者 
の確認 

種⼦島警察署 

規制にあた
る⼈数 

20 ⼈ 

規制場所 バスにより計画輸送を⾏い、出発港付近で交通混雑が予想され
るため、交差点４か所と出発港アクセス道路で交通調整を⾏う。 

避難⾏動要⽀援者、患者を輸送する⾞両、緊急⾞両、⽀援⾞両
以外の⾞両は原則的に市街地進⼊禁⽌。 

規制対象となる交差点：池⽥港⼊⼝、交番前、⻄之表港⼊⼝、
種⼦島漁協前 

警備
体制 

実施者の 
確認 

熊⽑地区消防組合、種⼦島警察署、⾃治会⻑等 

規制にあた
る⼈数 

熊⽑地区消防組合 200 ⼈、警察 50 ⼈、⾃治会⻑（必要に応じて
集落役員） 

規制場所 概ね避難が完了した地区において、取り残された⽅や不審な動き
をする者がいないか警備を⾏う。 

8 避難誘導⽅法 
地区 市内全域 
島内
⼀時
集合

誘導の実施
単位 

⼩学校校区 

輸送⼿段 原則バスで出発港まで移動、⾼速船で本⼟まで移動 
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場所
への
避難
⽅法 

避難集合場
所 

詳細は別紙の通り 

集合時間 
誘導責任者 

避難
先へ
の避
難⽅
法 

誘導の実施
単位 

別紙の通り 

輸送⼿段 

別紙の通り 
避難集合 
場所 
集合時間 
誘導責任者 

避難
⾏動
要⽀
援者
など
の対
応 

誘導の実施
単位 

病院及び施設単位 

輸送⼿段 原則福祉⾞両・救急⾞労で出発港まで移動、⼤型フェリーまで
移動 

詳細は別紙の通り 
避難経路 別紙の通り 
避難先 県の指⽰に従い、D-MAT、県⽼施協と調整 

別紙の通り 
避難開始予
定時刻 

令和○○年○⽉○○分 

避難完了予
定時刻 

令和○○年○⽉○○分 

8-2 職員の配置⽅法 
配置場所 国⺠保護対策本部内、各避難出発港（現地連絡員）、輸送バス内 
⼈数  
現地調整所  
8-3 残留者の確認⽅法 
確認者 消防団、警察、⾃治会⻑等 
時期 概ね避難が完了したと認められるとき 
場所 概ね避難が完了した地区 
⽅法 徒歩もしくは⾞での集落巡回 
措置 概ね避難が完了した地区において、取り残された⽅や不審な動

きをする者がいないか警備を⾏う。 
残留者を確認した場合は市国⺠保護対策本部に連絡し、指⽰を仰
ぐ。不審者を発⾒した場合は現地の警察と協議し、指⽰を仰ぐ。 
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終了予定⽇時 別紙避難スケジュールに⽰す⽇程に合わせる。 
8-4 避難誘導時の⾷料の⽀援・提供⽅法 
⾷事時期 島外移送の際の船内で⾷事を持参する。 

本⼟到着後は⿅児島県の救援（避難先の宿泊施設や提供品等）
をうける。 

⾷事場所  
提供する⾷事の 
種類 

 

実質担当部署  
 

8-5 追加情報の伝達⽅法 
避難の過程及び避難先における市内での追加情報は、市防災情報システムや市ホー

ムページ、公式 SNS などを活⽤しつつ、対策本部から⾃治会⻑へ直接電話により伝達
する。 
9 避難時の留意事項（主に住⺠） 
⾃宅から避難する場合の留意事項 
 基本事項 避難⾏動要⽀援者・⾼齢者や未就学児童を含む要配慮者等を優

先的に避難させる。 
同⼀世帯は同⼀の避難経路及び避難先となるよう調整 
原則、⾞両は持出不可を想定 
荷物は１⼈につきキャリーバッグ１つ程度を想定 
ペットについては今後検討 
避難先を安全とされる地域の親族や知⼈宅等希望する場合は、

原則、県・市の指定する避難先に避難した後に、市対策本部へ連
絡後に移動可能となることを想定。 
 

事態の特性 避難にあたり、⼈命を最優先とするため、バスや船舶、⾶⾏機
等に⼗分なスペースが確保できないことから、⾞両や荷物の持出
を制限せざるを得ない。 

時期の特性 武⼒攻撃の発⽣前で、予測事態であることから、避難について
理解を得られない恐れがある。 

避難集合場所への対応 
 ⾃治会⻑を中⼼に、市消防団員を係員として配置し、⼈員確認及び避難における

スケジュールや伝達事項、注意事項の説明を⾏う。 
警察との連携により、交通規制を⾏いながら、バスによる計画輸送を安全に⾏う。 

10 誘導に際しての留意事項（職員） 
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 ・ 職員は冷静沈着に、毅然たる態度を保つこと。 
・ 誘導に際しては必ず複数名で対応し、単独⾏動はしないこと。 
・ 避難者には誘導員であることを明確に伝え、その活動に理解を得ること。 

11 情報伝達 
避難実施要領の 
住⺠への伝達⽅法 

・ 市防災情報システム（屋外放送等）を⽤いて対象地域に避難
指⽰の内容を伝達。 

・ ホームページへの掲載、SNS での発信。 
・ 広報⾞、消防⾞両の活⽤ 
・ 伝達先としてあらかじめ指定されている⾃治会⻑等に電話連絡 
・ 住⺠説明会の実施 
 

避難実施要領の 
伝達先 

 

職員間の連絡⼿段  
12 緊急時の連絡先 
⻄之表市国⺠保護対策本部 
電話： 
FAX： 
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図-1 輸送バス経路図 
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図-2 ⻄之表港周辺交通規制図 
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